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1. 支援機関向け

① 地域DX促進活動支援事業

② 地域デジタル人材育成・確保推進事業

2. 企業向け（補助金）

① 地域デジタルイノベーション促進事業

② 共創型サービスIT連携支援事業

③ IT導入補助金

④ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業「デジタル枠」

⑤ 中小企業等事業再構築補助金

⑥ ものづくり等高度連携・事業再構築促進事業

3. 企業向け（税制）
①DX投資促進税制（令和４年度末までに取得した設備が対象）
②5G投資促進税制（令和６年度末までに取得した設備が対象）
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令和３年度補正・令和４年度当初予算・税制
（デジタル・DX関係）
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1.①地域DX促進活動支援事業
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1.②地域デジタル人材育成・確保推進事業

https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/jinzai/sugomori/index.html
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2.②共創型サービスIT連携支援事業



5

2.③IT導入補助金
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2.④ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業「デジタル枠」
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2.④ものづくり・商業・サービス生産性向上促進事業「デジタル枠」
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2.⑤中小企業等事業再構築補助金
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2.⑥ものづくり等高度連携・事業再構築促進事業
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3.①DX投資促進税制

⚫ ウィズ・ポストコロナ時代を見据え、デジタル技術を活用した企業変革（デジタルトランスフォーメー
ション）を実現するためには、経営戦略・デジタル戦略の一体的な実施が不可欠。

⚫ このため、産業競争力強化法に新たな計画認定制度を創設。部門・拠点ごとではない全社レベ
ルのDXに向けた計画を主務大臣が認定した上で、DXの実現に必要なクラウド技術を活用したデ
ジタル関連投資に対し、税額控除（５％／３％）又は特別償却30%を措置する。
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3.②５G投資促進税制

⚫ ５Gは、人手不足をはじめとする地域の社会課題の解決に資する重要インフラ。自動走行・自動
配送、救急搬送の高度化、防災・減災、農業や工場等のスマート化など、用途は多岐にわたる。

⚫ 過去２年で「超低遅延(リアルタイム)」「多数同時接続」という５Gの特徴を最大限発揮するため
の新技術（基幹通信に係る新技術、通信全体での５G機能の最大発揮という趣旨で「スタンド
アロン化」という。）の社会実装が可能に。
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3.②５G投資促進税制

⚫ 「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、特に地方での基地局整備を加速化すべく制度を
見直した上で、適用期限を３年間延長し、税額控除率を階段状にすることで、今後３年間での
集中的な整備を促進する。
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ご紹介
https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/jyoho/pdf/digital_sesaku.pdf

https://www.kyushu.meti.go.jp/seisaku/jyoho/pdf/digital_sesaku.pdf
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ご静聴ありがとうございました。


